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（2）-2 経過措置を利用していない理由 

○法改正及び 12 年間の経過措置の内容について知っており、12 年間の経過措置を利用してい

ない 782 社において、12 年間の経過措置を利用していない理由（単数回答）は、「そもそも

難しい基準ではなかった」(44.1%)が最も多く、次いで「当面対象者がいないので経過措置を

設ける意味がなかった」（27.5%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.指針の認知度 

○法改正について知っており、12年間の経過措置の内容についても知っている 2,097 社におい

て、「高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針」に関して、「指針のことを知って

おり、内容についても知っている」は 75.3%、「指針のことは知っているが、内容については

詳しく知らない」は 17.6%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用していない理由（主要事業内容別）
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＜主要事業内容別＞

建設業(68)

製造業(117)

情報通信業(78)

運輸業(45)

卸売・小売業(151)

金融・保険業(19)

不動産業(22)

飲食店・宿泊業(13)

医療・福祉(64)

教育・学習支援業(29)

サービス業(152)

その他(24)

そもそも難しい基準ではなかった 既存の基準が形骸化していた

当面対象者がいないので経過措置を設ける意味がなかった 人材を確保したかった

その他 不明

 ※ ( 　)内はＮ数


